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船戸　明

【1】 経営承継円滑化法制定の背景（2008.6.23 週刊T&Aマスター）

（1） 経営者の高齢化（ここ2m5年で5歳上昇し、58歳）

（2） 中小企業の重要性（企業数9割、雇用7割）

（3） 事業承継の問題点

1 民法上の遺留分による制約

2 事業承継時の資金調達の困難性

3 事業承継に際しての相続税負担

【2】 中小企業庁の事業承継施策

（1） 中小企業施策利用ガイドブック（全212ページ）

· Ｈ21年度重点項目「事業承継円滑化支援事業」

· Ｈ21年度重点項目「経営承継法による事業承継円滑化に向けた総合的支援」

（2） 事業承継円滑化支援事業

· 事業承継支援資金（事業承継資金の低利融資）

· 事業継続ファンド（資金供給や販路拡大等の経営支援）

· 事業承継支援センター（マッチング支援）

· 事業承継シンポジウム

（3） 経営承継法による事業承継円滑化に向けた総合的支援

· 経営承継円滑化法の三本柱

1 遺留分に関する民法特例（H21/3/1 施行）

2 金融支援（H20/10/1 施行）

3 事業承継税制の基本的枠組み（H20/10/1に遡及適用）

【3】 今日の問題意識

（1） 本当に子供に承継させるのがいいのか？

（2） 経営承継円滑化法の利用価値は？　制度の問題点とは？

（3） H21税制改正による相続税・贈与税の優遇は使えるか？

【4】 経営承継のパターン

（1） 子供などの身内　　　　：ガリバーの事例

（2） 従業員などの社内人材　　　　　　　　　　　　　　両極端な事例

（3） Ｍ＆Ａ

（4） 養子　　　　　　　　　：中庄の事例

【5】 遺留分に関する民法特例

（1） 遺留分

· 残される親族の最低保障

	兄弟姉妹
	遺留分なし

	直系尊属のみが相続人
	法定相続分の１／３

	それ以外
	法定相続分の１／２・・通常


· 遺留分を超えた遺言・生前贈与は、減殺請求の対象

　　→★1財産が殆ど自社株の場合、減殺請求されると自社株分散の可能性大
· 遺留分の対象は、「相続時の財産＋生前贈与財産」

→生前贈与財産は相続開始時の時価で計算

→例）贈与時１億円の自社株が、後継者の努力により2億円に価値増大

→2億円が遺留分の対象となってしまう。

→★2後継者が努力すればするほど、遺留分侵害のリスクは高くなる。
· 遺留分の事前放棄

→事前放棄も可能だが、非後継者が各人別に家庭裁判所に申し立て

→★3非後継者ごとに許否判断が異なる可能性（中小企業庁の言い分）


→★3一人でも放棄しなければ紛争が起こる可能性（同上）
（2） 対象者の要件

· 会社　3年間継続して事業を行っている非上場の中小企業者（会社）

	
	資本金基準
	従業員基準

	製造業その他
	3億円以下
	300人以下 *1

	卸売業
	1億円以下
	100人以下

	小売業
	5000万円以下
	50人以下

	サービス業
	5000万円以下
	100人以下 *2


　　　　*1　ゴム製品製造は、900人以下

　　　　*2　ソフトウェア・情報処理サービス業は資本金3億円以下、従業員数300

　　　　　　人以下。旅館業は、資本金5000万円以下、従業員200人以下。

· 先代経営者　代表者又は代表者であった者で、推定相続人の最低一人に、自社株式の贈与（※）をしていること。

· 後継者　推定相続人で、先代経営者から贈与により当該株式（※）を取得し、議決権の過半数を有し、かつ代表者として経営に従事

（3） 合意の種類

1 除外合意　：　上記★1の問題に対応

・書面により、推定相続人全員が、当該株式（※）を遺留分から除外

　例）不動産3000万円、自社株5000万円

　→　自社株は後継者に贈与等で移転。それ以外の財産3000万円が

遺留分の対象。

2 固定合意　：　上記★2の問題に対応

・書面により、推定相続人全員が、当該株式（※）の評価額を合意時の価額に固定

　例）不動産3000万円、自社株5000万円（後継者に贈与後、相続時

　　　の時価1億円）

　→　自社株の評価を5000万円で固定（弁護士、公認会計士、税理士

による証明）。不動産との合計8000万円が遺留分の対象。

3 追加合意

・書面により、推定相続人全員が、当該株式だけでなく、贈与等により取得した事業用土地等、他の資産も遺留分から除外する合意

・非後継者が贈与等により取得した財産についても、遺留分算定から除外する合意が可能（後継者の一方的な利益享受を排除）


↓


★合意を組み合わせることで、生前に殆どの遺産分割を決めてしまうことが可能


＝生前の家督相続の復活

（4） 手続　：　上記★3の問題に対応

1 経済産業大臣の確認

・固定合意・除外合意をした日から1ヶ月以内に、後継者単独で申請

2 家庭裁判所の許可

・①の確認を受けた日から1ヶ月以内に、後継者単独で申し立て

（5） 合意の効力の消滅

1 経済産業大臣の確認の取消し

2 先代経営者の生存中に後継者が死亡、または後見開始、補佐開始の審判を受けたこと。

3 合意した以外の者が新たに先代経営者の推定相続人になったこと

4 合意した者の代襲者が、先代経営者の養子になったこと


↓


★先に死んだらダメ、先にボケてもダメ、新たな相続人が入ったらダメ　　

→非常に不安定（予測可能性の欠如）
★遺留分（＝最低限保障）の放棄に対して、裁判所は慎重な判断をしてきた（誰かの圧力によって強制されたのでは大問題）。

→それを除外合意という形で法定化し、家庭裁判所は形式判断しか出来なくなってしまう制度
【6】 事業承継税制の基本的枠組み
（1） 全体像

· 全体イメージ

１代目経営者

　↓【一括贈与】

２代目経営者　　　　贈与税課税＋贈与税納税猶予

　↓　　　　　　　　　　　　　　　↓

（１代目死亡）　　　　　　　贈与税免除　　＋相続税課税＋相続税納税猶予

　↓【一括贈与】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

３代目経営者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  相続税免除*

　*　以降、贈与税課税・納税猶予・免除、相続税課税・猶予・免除の繰り返し

（2） 適用要件概要
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（3） 適用要件詳細

┌──┬─────┬─────────────┬──────────┐

│    │項目　    │相続税納税猶予            │贈与税納税猶予 　　 │

├──┼─────┼─────────────┼──────────┤

│①  │先代経営者│・会社の代表者であったこと│同左                │

│    │の要件    │。                        │ ＋　　　　　　　　 │

│    │          │・先代経営者と同族関係者で│役員を退任すること  │

│    │          │発行済議決権株式総数の５０│                    │

│    │          │％超の株式を保有かつ同族内│                    │

│    │          │で筆頭株主であった場合。  │                    │

├──┼─────┼─────────────┼──────────┤

│②  │後継者の要│・会社の代表者であること。│同左                │

│    │件        │・先代経営者の親族であるこ│　＋　　　　　　　　│

│    │          │と。                      │２０歳以上で、かつ、│

│    │          │・後継者と同族関係者で発行│役員就任から３年を　│

│    │          │済議決権株式総数の５０％超│経過していること。  │

│    │          │の株式を保有かつ同族内で筆│                    │

│    │          │頭株主となる場合。（１つの│                    │

│    │          │会社で適用される者は１人）│                    │

├──┼─────┼─────────────┼──────────┤

│③の│認定対象会│・中小企業基本法の中小企業│同左                │

│１  │社の要件  │であること。              │                    │

│    │          │・非上場会社であること。  │                    │

│    │          │・資産管理会社に該当しない│                    │

│    │          │こと。等                  │                    │

├──┼─────┼─────────────┼──────────┤

│③の│猶予税額  │・後継者が、株式の相続を受│    　　            │

│２  │          │けた場合には、後継者の相続│　　　　　　　　　　│

│    │          │税の納税を猶予する        │　　　　　　　　　　│

│    │          │　【１】相続前から後継者が│同左                │

│    │          │既に保有していた議決権株式│                    │

│    │          │等を含め発行済完全議決権株│                    │

│    │          │式総数の２／３に達するまで│                    │

│    │          │の部分。                  │                    │

├──┼─────┼─────────────┼──────────┤

│④  │事業継続要│・５年間の事業継続。      │同左                │

│    │件        │　【１】代表者であること。│                    │

│    │          │　【２】雇用の８割以上維持│                    │

│    │          │・相続した対象株式の継続保│                    │

│    │          │有。　                    │                    │

└──┴─────┴─────────────┴──────────┘

（4） 猶予税額の免除される主な場合（相続税）

1 後継者の死亡

2 （5年経過以降）会社の倒産、特別清算

→5年内の倒産は認めない（計画倒産防止）

3 （5年経過以降）次の後継者に対象株式を一括贈与

（5） 猶予税額の免除される主な場合（贈与税）

1 後継者の死亡

2 先代経営者の死亡

3 （5年経過以降）会社の倒産、特別清算

→5年内の倒産は認めない（計画倒産防止）

（6） 生前贈与時の選択肢

· 例）1.2億円の株式保有の場合

	
	受贈者
	贈与時
	贈与者死亡時
	要考慮事項

	単純贈与
	誰でも
	通常課税
	· 3年以内であれば相続財産に取り込み
	

	相続時精算課税
	推定相続人
	2500万円控除後、20％で贈与税課税：1,900万円
	· 相続財産に取り込み

· 評価は贈与時の価額で固定(1.2億)

· 支払った贈与税は控除
	

	贈与税納税猶予
	親族
	納税猶予(2/3まで)＋相続時精算課税(1/3)：300万円
	· 受贈者が相続により取得したものとみなす。

· 評価は贈与時の価額で固定(1.2億)

· その上で、相続税の納税猶予選択が可能
	· その上で、相続税の納税猶予も選択可能

· ただし、事業継続等の要件が厳しい（※）。



（※）5年以内の猶予取り消し

· 倒産したら、猶予取り消し　→　通常の贈与税（最高税率50%）負担！

· 80％の雇用継続が必要

（※）5年経過後の猶予取り消し

· 資産管理会社に該当

· 総収入金額が0となる

· 欠損填補を除く減資、準備金減少

· 破産、特別清算以外の事業廃止

· 3年毎に所轄税務署に継続届出書の提出が必要（忘れたら？？）
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